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人的資本形成と消費税の経済成長
及び所得分配効果
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1. イント口ダクション

玲 玲

消費税は，OECD諸国 において主要な税源として課税されるとともに，近年 では中国 はじめ
アジア東臥諸国 などにも広 がりを見 せており，その経済成長効果及び所得分配効果というテーマ
は大きな政策課題となっている。本論文 では 人的資本の経済成長 効果及び所得分配効果を研究
するため， 資本ス トックに加えて人的資本形成を取り扱う内生的経済成長モデルを用いて，労働
所得税と消費税の人的資本形成と経済成長 および所得分配効果を検討する。

人的資本形成理論については，Uzawa (19 65)， Lucas (1988 )は，教育と人的資本を経済成長
モデルに導入し 人的資本形成 が経済成長 を促進する効果を検証した。他 方，Romer (1991)及
びDeLong and Summers (1991 )は，資本投資に外部性 があり，収穫逓増現象 が存在する場合に，
内生的経済成長 が現出することを明らかにした。その後，Greiner， Semmler and Gong (2005)と
Acemoglue (2008 )は，人的資本が存在するモデルにおいても，内生的経済成長 が現出すること

を明らかにした。 また，教育投資や人的資本がもたらす経済成長 効果の実証的な側面について
は，Lucas (1988 )， Kruger and Lindahl (2001 )においてその有効性 が実証的に明らかにされてい
る。

経済成長 の枠組みにおいて，租税の効果を検討した研究 は，古くから多くの蓄積が見 られる。
それらの中 から，比較的近年 のものとしてChamley (1986)， Judd (1986)は，資本所得税の経
済成長 効果を定常成長 均衡において検討した。そ して，Stoky and Rebelo (1995)， Jones， Man

nuelli and Rossi (199 7)やHindricks (1999 )は，資本所得税を内生的経済成長 の枠組みにおいて
検討した。 また，Yakita (2001)は，人的資本を含む世代重複型 の内生的経済成長モデルを用い
て，資本諜税が将来世代の厚生水準を改善するのに対して労働所得税は資産保有の増加を通じ
て消費を低下させ，厚生水準を低下させる可能性 があることを指摘している。

他方，経済成長 に伴う所得分配の関係，特に，長期的成長 経済における所得分配を検討した研
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究は，必ずしも多くはない。 Alesina and Rodrik (199 4)は数少ない例外である。彼らは，政府支
出が生産効果を伴う内生的経済成長モデルにおいて，資本課税と経済成長 ，所得分配の関係を研
究 した。Sun and Nishigaki (2019 )は，このモデルを拡張して，新たに労働所得税と消費税を導
入して，生産的公共財の経済成長 効果および所得分配効果を検討した。労働所得税と消費税の経
済成長効果は. 資本課税 より優れることを示した。そ して，資本課税による生産的公共財の供給
が労働者にとって有利な所得再分配効果を持つことに対して，労働所得税による生産的公共支出
の提供は，経済成長 と資本蓄積を促進し，労働者に対する所得分配を不利にすること， また，消
費税は労働所得税と同様の経済成長効果と一層の資本蓄積を促進し 個人間の資本所有の格差を
拡大するが，資本所得に対しでも負担を課し 労働者に対する所得分配は労働所得税 より有利に
なることを明らかにした。

本研究においては，Greiner， Semmler and Gong (2005)の人的資本の蓄積が含 まれる内生的成
長モデルを拡張し 新たに消費税と労働J所得税及びそ れらの税により調達された公的教育投資を
導入し，人的資本と経済成長 及び所得分配に及ぼす効果を検討する。 また，労働所得税との比較
において，消費税が物的資本と人的資本形成に及ぼす効果を 経済成長 と所得分配の関係から明
らかにする。

ここで得られた主な結論は。 以下のように要約される。労働所得税や消費税は，経済成長 を直
接抑制するような効果はないが. 労働所得税の課税により労働時間の増加と人的資本形成に投入
される時間の減少を通じて人的資本ス トックの蓄積を抑制する効果と，その税収を用いた教育投
資による蓄積効果の大ノ川こより人的資本ス トックの蓄積が抑制されることがわかる。他方，消費
税は物的資本の蓄積をより促進するが 定常成長 均衡の消費を相対的に減少させる。 また，所得
分配効果については，労働所得税は主に労働所得により負担されるが，物的資本が人的資本蓄積
より進むから，資本家に対して有利であることがわかった。消費税の負担は，基本的に消費に応
じて労働所得と資本所得に負担されるが，物的資本の蓄積が進むことから，資本所得に有利な所
得分配効果があることが示される。

この研究 の主な貢献は次のような点である。人的資本を明示的に取り扱う内生的経済成長モデ
ルを用いて，労働j所得税に加えて消費税の経済成長効果を検討している数少ない研究の一つであ
る。そ して，労働所得税と消費税が，物的資本と人的資本の形成を通じて定常成長 均衡の資本所
得と労働所得の所得分配にどのような効果を持っかを検討している，筆者のま日る限り初めての論
文 である。

以下では。 第2節において 人的資本ス トックを含む基本モデルに，労働所得税により調達さ
れた公共サービス (公教育 )を導入し，その経済成長 ，人的資本蓄積と所得分配に与える効果を
検討する。続いて，第 3節においては. 基本モデルに消費税を導入し，その経済成長 ，人的資本
蓄積と所得分配に与える効果乞 労働所得税との比較において検討する。最後に第 4節では，結
論と今後の課題が述べられる。
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E 労働所得税による教育投資と人的資本を含む基本モデル

ここでは，Greiner， Semmler and Gong (2005)の人的資本形成を伴う内生的な経済成長モデル
を拡張し 労働所得税と，それにより調達された公的教育投資を導入したモデルを用いて，人的
資本形成と定常経済成長 ，所得分配の関係を明らかにする。以下では，代 表的家計と代 表的企業
とからなる分権化された市場経済を考える。

このモデルの生産部門は，Benhabib and Perli (199 4)に依拠している。生産は 2つの部門によ
り進められる。一番目の部門は，労働者，物的資本ストックと人的資本ス トックを用いて，消費
と物的資本ス トックの投資に利用できる統合財を生産する部門である。第2番目の部門は，人的
資本ス トックの生産部門であり 既存の人的資本ストックと公的教育投資とを投入要素として用
いる。 また，この人的資本ス トックは，労働者に態化された技術水準とも定義される。

l 生産部門
生産部門は多数の競争的企業からなる。代 表的企業の生産 関数は コブ=ダグラス型の生産関

数により示される。産出高Yは 労働人口L 物的資本ストック Kと人的資本ス トック hとに
依存して次のように示される。そ して，主要変数について時点を表す(t) を省略して記述す
る。

Y = AK 1-0(uhL) 。 ) l 
( 

ここで， Aは技術係数で一定であり，(1 α) ε( 0 ， 1) は資本分配率を示すパラメーターである。
また uは労働Jに投入される時間の割合を示すuε( 0 ，1) 。

企業は競争的に行動するので，利子率と賃金に関して次のような通常の限界生産性条件が成立
する。

w αAK 1-"(uhL )，，-1 

r = ( 1ーα) AK α(uhL)α
(2) 
(3) 

(3)式より，市場の利子率は人的資本ス トックの増加とともに上昇することがわかる。 また，
(2)式より。 労働賃金は。 物的資本ストアクや人的資本ス トックの増加に伴って上昇することが
わかる。

2， 家計部門
Uzawa (1965)やLucas (1988 )と同様に. 物的資本と人的資本ス トックに対する投資は，期
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待効用の最大化により決定されると考える。将来にわたる消費流列から得られる効用は以下のよ
うなCES型効用関数により示される。

mサ∞
L4 J-ρtdt (4) 

ここで，ρ> 0は割引率であり， 1/σ> 0は異時点聞の消費代替率を 示 す。後の分析のため，
σ>( 1 α) と仮定する1)。 また，c = C / Lは労働者一人当たりの消費を示している。

3 政府の行動

本節では， 労働所得税により調達された公共教育支出gを考慮することにより，この税をもた
らす経済成長効果，所得分配効果を検討する。政府の予算制約は，

9 = Twwu hL = TwαAK1ー α(u hL)α (5) 

となる。ここで，Twは労働所得税率である。(0 ::;九三1)。
以下では，個人の消費，物的資本ス トックに対する投資，人的資本の形成のための投入時間に

関する決定に関して，無限期間にわたる個人の効用最大化問題を用いて接近する。なお，ここで
は個人は同質的で、あり，人口成長 率はゼロと仮定しているので， 一般性 を失うことなく L = 1 
として議論を進める2)。

4. 消費 投資， 教育投資の決定

人的資本ス トックの蓄積 方程式は 人的資本ス トック hと教育への投入時間u と政府が提供
する教育投資g に依存して，以下のように示されると仮定する。

h = hκ( 1 -u) + "19 (6) 

ここで\ κと 0， 0 三γ三1は一定の係数である。
労働所得税を考慮した場合の家計の予算制約式は 以下のように変更される。

K + c =，.K + (1 -Tw)u hw (7) 

先に述べたように，個人は消費の将来流列から得られる効用の最大化により. 消費，物的資本
投資，人的資本投資を決定する。したがって，個人の無限にわたる効用最大化問題は，予算制約

1 ) σは σ三lと推計されることが多い (Greiner， Sell1ll1ler and Gong， 2005)。

2)ただし L /L = nの場合に議論を容易に拡張することができる。
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式 (7)と人的資本の蓄積方程式 (6)を制約条件として無期限にわたる消費から得られる効用

水準を最大化する問題として， 次のように示される。

max f主子パt (8 ) 

K十c = rK + (1 - Tw)u hw 

h = hι(1 -u )十，g
K(O)三0， h (0)三O

この通時的効用最

H(K，h，f)，c ，u )  =ァ工一 (cI σーl )+f)I[rK+(1 -Tw)uhw -c ] +f)2 [hκ (l - u )+ì'g] (9) 
I σ  

最大化のための一階の条件を求めると， 以下のように示される。

θH 一一一=c 一σ f)1 = 0 ""長 c σ= f)1 θc 
θH 
て一=f)1[(l-Tw)W] -f)2 κ=0 au 

θH 
f)1 =一 ρf)1+=�f)I=ρf)1-rf)1 θK 

åH 
- f)2 = -Pf)2 + ��f)2 = Pf)2 -f) I (l一九)UW κ (l -U )f)2 θh 

)
 
AV

 
(

 

)
 
-l

 
(

 

( 1 2) 

(13 ) 

および， 以下の2 本のTransversality Conditionである3)。

lim e ρ1f)I(t)K(t) = 0 f→∞ 
( 1 4) 

(1 5) lim e ρ1f)2 (t)h (t) = 0 Iー→。。

(1 0)式は， 通時的な消費選択を示しているが， 一人当たりの消費は労働所得税により， 税徴収

額に応じた所得効果しか受けないことを示している。 (1 1 )式は通時的な労働供給率uの決定を

示しているが， 労働所得税の課税により， 税引き後の所得が税額分低下していることがわかる

(l - Tw)whu 。

(1 0)式から (1 3)の条件式を整理することにより 以下のような4 本の微分方程式に書き換

3)後に示すように， 本論文では税の初期値をゼロと仮定 して分析を行う。 その場合。 このモデルは標準的
なUzawa-Lucasモデルと|百lじになる。 そこで， この Transversalilu Condilionの成立のために， κ>ρ，

σ> (1ーρ/κ)を仮定する。 詳 しくは. Barro and Sala-i-Martin (2004). Benhabib and Perli (1994)を参照
されたい。
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えることができる4)。

i: 1 一=一 [(1 α)AK-"'(u h)" - p] c u 

K 
K = (1 一町川川)α -t

;=κ (1 -u ) + 判aAK'-ou o h ，，-I 

u ακ f 一 = ァ一一+ 山 寺 - ìTw αAKI-ou "h o-IーαTwAK-O(u ht
U 1 白 A
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( 16) 

( 17) 

( 18) 

( 19) 

他方， (17)式と (19)式より， 物的資本ストックと労働供給率は労働所得税の課税により負

の影響を受けることがわかる。 逆 に， (1 8)式より， 労働j所得税の課税により調達された公教育

投資により， 人的資本ストックの蓄積には正の影響を受ける。 以下では， 定常成長均衡において

労働所得税が経済にどのような影響を与えるのかを検討する。

5 定常成長均衡とその存在， 安定性について

次に， 定常成長均衡を， 一人当たり消費， 資本ストックと人的資本が同じ成長率Gで成長す

I i: K h \ 
る状態、 I G =一=一=:;- I と定義 する。 他方， 労働供給比 率 u は定常成長均衡において一 定 と\ c K h I 

なるので， (19)式において， 竺 = 0とおく5)。u 
微分方程式体系 (16)式から (19)式は， 4 本の連立微分方程式体系であるが， 新たな2 つの

変数 y三 h/Kとz三c/Kを導入することにより， 3 元連立微分方程式体系に次元を落とすこと

カすできる。

主=κ (I-U)+ ìTwαAyαーIUα (1 ーαTw)Ayαu α+ z =o
y 
i 1 
一=一 [(1 α)Ayαu α p] -(1 αT"，)AyOu O + z = 0 z σ 
u ακ .  =了一一一+ κu. -z -"'fT" ，αAyα ー'u.O ーαT"， Ayαu α=0
U 1 一 α

(20) 

(21 ) 

(22) 

/ é K h \ 
仮 定よ か 定常成長均衡においては | 一 =一 =一 | となるので， y /y =三/z = 0が成立する。 な\ c K h I 
お， 議論を明確にするために， ここでは労働所得税の初期税率がゼロの場合を考慮する6)。

4)詳 しい計1平過程については. 1.J論 Iを参I!召されたい。
5) Greiner， Semmler and Gong (2006)を参照されたい。
6)この仮定は制約的なものであることは言うまでもないが。 Yakita (2001)など， 租税効果の勤学的分析

の|努にはよく見られるものである。
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労働所得税の初期税率をゼロと想定していることから， 本モデルの定常成長均衡はBenhabib

and Perli (1994)のそれと一致する。 したがって， 定常均衡解の存在や安定性の性質について

も， 基本的に彼らのモデルと同様の条件の下で保障されるので， ここでは詳細な分析は行わな

し、7)。

6 労働所得税の経済成長， 所得分配効果

以下では， (20)式から (22)式の方程式体系を労働所得税に関して全微分することにより，

この税が持つ経済効果の分析を行う。 (20)式から (22)式を労働所得税 Twについて全微分し

整理することにより次式を得る。

ゆ一
y

dv一
y

)
AV

1
 

一(κ+�) l idyl 1 -(1サ
7 t | (11i) | d 7 (23) 

ここで ゆ=三 円 - 1 ) およびψ三aAy"川置いれ

クラーメルの公式を用いて 定常成長均衡における労働供給率の変化に関して求めることによ

り， 次のような結果を得る。

元 =品 (- づ)> 0 (24) 

ここで， IDIは (23)式の左辺係数行列式であり， その符号は次式のようにマイナスとなる。

ψ / ψ\ ψ ψ ψψ ψ  I DI= 一 同 + ( κ+_:_ 1ゆ ー ゆκ ーゆ =ーκー<0
Y \ U J Y Y Y u Y 

(25) 

したがって， 労働所得税が課税されれば， 労働供給率uが大きくなり， それに応じて人的資

本形成に用いられる時間(1 - u)が小さくなることがわかる。 このように， 労働所得税の課税に

よか 労働供給は増加し 同時に， それにより人的資本ストアクの形成が阻害される。

次に， 人的資本=物的資本比率に与える効果については， 次の結果が得られる。

金一 =土士主< 0dTw IDluy 
，(26) 

このように， 物的資本の蓄積が人的資本の蓄積を超えることがわかる。 これは， 労働所得税の諜

7)詳 しくは8enhabib and Perli (1994) P.123を参照されたし、。 この点は本誌レフェリーの指摘による。 重
ねて感謝 します。
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税により， 労働j供給が増加しており これが人的資本形成に負 の効果をもたらすことがわかる。

最後に， 消費と資本ストック比率への税効果を求めると， 次の式を得る。

dz ψ ψ n 一一一一 = 一一一 κ ー く り
d Tw ID I y (27) 

このように， 労働所得税は物的資本の蓄積をより促進するため 消費， 物的資本比率が低下す

る。 ま た， 労働所得税の謀税による可処分所得の低下により， 消費支出が減少し， 物的資本の蓄

積を促進するからと理解できる。 したがって， 物的資本ストックの蓄積が進むものの， それを超

えて消費が増加することはないことがわかる。

これらの考察に基づき. ( 18)式を用いて定常成長経路での成長率Cに与える労働J所得税Tw

の効果を， 以下のように求めることができる8)。

AV
 

--dv一
y

7
 

+
 

。一
Y

7
 

一一ψ一
Y

7
 

+
 

山一
九

κ
 

一一
G
一
九

d一
d (28) 

この結果から， 労働所得税の課税は経済成長に直接な影響を与えないことがわかる。 したがっ

て. 労働所得税は経済成長を阻害する効果がないことがわかる。 この結論は。 Sun and Nishigaki 

(20 19 )と基本的に同じものと考えて良いであろう。

最後に， 労働所得税が所得分配に与える効果を検討する。 このモデルでは， 個人は同質的であ

り， したがって代表的な一人の個人が労働所得と資本所得とを得ていると考えている。 したがっ

て， ここでは， 労働所得税の課税が労働所得と資本所得に与える変化を検討することにより. 所

得分配に接近する。

労働所得税は， 基本的に労働所得により負 担されるが， 本モデルにおいては人的資本の形成と

公的教育支出を考慮に入れているので， 人的資本の形成が促進される場合には， 労働所得にとっ

て有利な所得分配の変化がもたらされる可能性がある。 ところが， 定常成長均衡においては労働

供給が増加し 逆 に， 人的資本の形成に投入される時聞が低下するため， 公的な教育支出が行わ

れたとしても人的資本と物的資本ストック比率は低下に行く。 したがって， 労働所得と資本所得

の変化についても， 人的資本と物的資本ストック比率の変化に規定されて， 労働所得にとってよ

り不利にことがオっかる。

皿. 消費税による教育投資の場合

ここでは， 消費税により調達された公共教育支出gを考慮することにより， この税がもたらす

経済成長効果， 所得分配効果を検討する。

8)この点は本誌レフェリーの指摘による。 重 ねて感謝し、た します。
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l 消費税が課税される場合のモテル

消費税を Tcとし 公共支出gとすると， 政府の予算制約は労働者一人当たりの単位により示

すと， 以下のようになる。

9 = TcC (29) 

人的資本の形成関数は， 前節と同様に次のように示される。

h = hκ(1 -u) + "(9 = hκ(1 - u) + "( TcC (30) 

生産部門については， 生産関数は， 基本的に前節で示した (1)式と問じである。 ここでも，

企業は競争的に行動すると仮定すると利子率と賃金に関して次のような競争的均衡式が成立す

る。 このように， 消費税の場合には， 労働と資本の雇用条件には影響を及ぼさない。

w-αAK I-O(uhL)。ーl (31 ) 

(32) r=(lーα)AK一α(uhL)。

個人の将来にわたる効用関数は， 基本的に前節と同じものを用いる。 他方， 消費税が課税され

る場合には. 家計の予算制約は次のように示される。 以下では• L = 1として議論を進める9)。

K+( I+ TC)c =rK十whu (33) 

2. 個人の消費 投資， 教育投資の決定

個人の将来にわたる最大化問題は (30)ー(33)式を統合して. 以下のように示される。

u
 
ιH

 

V

W 

ぺ

+

-

F‘

ηM

AU
 

lf
れ
J
>一

二
σ
=

ト
山w

e
-
-

c

u
〆代

ト一l
d
一
t

幻
C

止し

引
o

f
l。

υ

わ

い日

似

+

=

ゆ

m
.
K
.

h

K

 

(34) 

この最大化問題を解くために。 当期価値ハミルトニアンが， 前節と同様に， 次のように定義され

る。

9)ただし L /L = nの場合に議論を容易に拡張することができる。
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H(K，h，()，c，u )  = -;-工一 (じ l ーσ 1) + ()1[rK + whu ー(1十九)c )+ ()2 [hκ (I-u )+ ì'g) (35) 
I σ 

最大化のための一階の条件を求めると， 次の式が得られる。

θH 
--;;- = c 一σー(1十九)()I = O�c σ= (1 +九)()Io c  
θH τ一 = ()Iwh - ()2 h"， = 0 ou 

θH 
() I = -P()I + 牛字。1=P()I -()Ir θK 

θH 
()2 = ρ ()2 + --;:::;-�()2 = P()2 -()IWUーκ (l -U )()2 θh 

(36) 

(37) 

(38) 

(39) 

(36)式は， 通時的な消費選択を示している。 ここでは， 一人当たりの消費のシャドープライ

スである税込みの共状態変数が， 消費税により上昇していることがわかる。 したがって， 消費税

の課税は通時的な消費を低下させる効果を持つ。

(37)式は通時的な労働供給率uの決定を示しているが， 基本モデルと比較して消費税の課税

により直接的な効果を受けないことを意味している。 このように 消費税の課税は消費のシャド

ープライスを上昇させ， 代替効果により資本蓄積を促進する効果を持つことがわかる。

3 定常成長均衡とその存在， 安定性

前節と同様に， 生産の条件式， 政府の予算制約式を効用最大化条件に代入することにより， 経

済全体の長期的動きを示す微分方程式体系が以下のように得られる。

é 1 - 一[(1 α)AK一α(uh )" -ρ ] c σ 

2=AK O(u h)Q (l十九)G
h ( 
h

κ (I-u )+ ì'九万

u ακ c c 一 = 一一一 十剛一(1 +九)� - ì' 一 九
u 1 α K ' h 

(40) 

(41 ) 

(42) 

(43) 

ここでも. 定常成長均衡において消費と資本ストックと人的資本は同じ成長率で成長する

( G 三
c 二 = �) 。 他 方 労山 比率uは一定となるので 凶式において � = o とする。
c K h I V ， --- ， " ，-" ，_" ，，- . -- ， ， _ - _- - ， - -， . - u 

(41 )式より， 消費税は所得効果により， 資本蓄積を低下させる効果を持つことがわかる。 ま

た は2)式より， 消費税による公教育の導入は， 人的資本ストックの蓄積を促進することがわか

る。 労働供給率については. (43)式において， 消費税の課税は所得効果によりuが上昇し 逆

に(1 - u)は低下する。 したがって， 人的資本に投入する時間が減少し 労働供給時聞が増加す



January 2021 人的資本形成と消費税の経済成長及び所得分配効果 11 

ることがわかる。したがって消費税の税負担は，労働所得税のそ れと比較すると，資本所得者
に相対的に不利であり，労働所得者・に対して相対的に有利に働くことがわかる。ただし，消費税
は物的資本ストックの蓄積を促進し逆に，人的資本ストックの蓄積のために投入さ れる時間が
低Fすることによりその蓄積を抑制する側面もある。

次に，y三h/ Kとz三c/ Kを導入し，システムの次元を縮小する。定常成長均衡においては，
ÿ /y = i /z = 0 となるので，次のような微分方程式が得られる。

Zニ κ(1-u )+ì'九zy一1 _ A (uy )" + (1十九;)z = 0 y 
� = � [(1 臼)A(uy )α ρ)-A (uy )α+(1十九 )z = 0 z σ 
竺 a κ+ κu -(1 + Tc)Z -ì'T，ιzy-1 = 0 
U Iーα

(44) 

(45) 

(46) 

ここでも，消費税の初期税率がゼロだと仮定したうえで" (44)式から (46)式を消費税率に
関して全微分することにより，次のような式を得る。

ψ 
y 

d y 
o -1 

一( κ+�) 1 ， dy 1 1 - (1十�)

7 I Hl
= K I ll

j)
| dTC (47) 

以下では，クラーメルの公式を用いて (47)を解くことにより，消費税の課税がこのモデルの長
期定常均衡に与える効果を検討する10)。

4 消費税が経済に及ぼす効果

まず，労働供給率の変化から 検討しよう。(46)式から du/ dTCについて求めると，次のよう
に示される。

去=古 (-づ) > 0 (48) 

ここで，IDIは( 47)式左辺係数行列式であり，その符号は負である。したがって，消費税の増
税により労働供給率は増加し 逆に 人的資本形成に投入する時間は減少することがわかる。こ
のように，消費税の課税による，公教育の提供は人的資本ストックの蓄積にマイナスの効果をも
たらす。

10)消費税の初期税率がゼロの下では， 前節と同様に 定常成長均衡は Benhabib and Perli (1994)のそれと
一致する。 したがって。 定常均衡19干の存在や安定性の性質についても。 基本的に彼らのモデルと同様の
条{斗の下で保証される。
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次に， 人的資本と物的資本比率に与える効果については. 次の結果が得られる。

ハU<
 、、181，，rノ

ψ一
町

7
 /rtsEEE、\

z一
同

一一生
山川

(49 )  

したがって， 物的資本の蓄積が人的資本の蓄積を超えることがわかる。このように， 消費税の諜
税は， 消費支出を抑制し 物的資本ストックの蓄積を促進することがわかる。

最後に， 消費と物的資本ストック比率への税効果を求めると， 次の式を得る。

dz z ψ 《“一一 = ー一一 同 一 く りdTc [D [ Y 
(50) 

このように， 消費税は物的資本の蓄積をより促進するため， 消費 物的資本比率が低下する。
したがって， 物的資本ストックの蓄積が進むものの そ れを超えて消費が増加することはないこ
とがオっかる。

(42)式を用いて， 定常成長経路における経済成長率の変化を求めると， 次のようになる。

ハU一一z一
VJ

7
 

+
 

z一
vd

7
 

一一z-
vJ
 

7
 

+
 

尚一
h

κ 
一一G

一
九

d一
d

(51 ) 

このように， 消費税税の課税により， 経済成長率は直接的な影響を受けないことがわかる。した
がって， 消費税についても経済成長を阻害する効果がないことがわかる。この結論は. Sun and 

Nishigaki (2019 )と基本的に同じものと考えてよいであろう。
次に， 所得分配の効果をみると 消費税は 基本的に労働所得と資本所得に比例的な負担を与

える。しかしながら， 定常成長均衡においては， 人的資本ストックより物的資本の蓄積が促進さ
れているため， 資本所得にとってより有利に働くことが考えられる11)。

lV. 結 論

本論文 において以下のような所見を得た。 まず， 労働所得税を導入すると， 税引き後の賃金率
が低下し 所得効果により労働供給が増加し 人的資本形成への投入時間が減少することがわか
る。定常成長均衡においては， 労働所得税の謀税は経済成長率に直接的な効果をもたらさない
が， 定常成長均衡における人的資本と物的資本ストックの比率が低下し 物的資本を促進するこ
とが1っかる。

所得分 配効果については 労働所得税は基本的に労働所得により負担されるが， 人的資本スト
yクが存在する場合には， 物的資本と人的資本の代替が起こり これは資本所得にとって不利

1 1) Sun and Nishigaki (2019)は 消費税の負担を労働J所得者と資本所得者が等 しく被るのは， 定常状態の

みであることを示 した。
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に， 労働者にとって有利に働くことがある。ところが， 本モデルにおいては， 物的資本の蓄積は
人的資本以上に促進され， これは資本家にとって有利に， 労働者にとって不利に働くことが明ら
かになった。

次に， 消費税を導入すると労働供給は増加し 人的資本形成に投入される時間が減少するた
め， 公的な教育投資が存在する場合においても物的資本ストックの蓄積が促進される。ただし
消費と物的資本比率は低下するので， 消費の増加は物的資本ストックの増加に追い付ーくことはで
きない。

消費税の所得分配効果については， 基本的に消費額に応じて資本所得にも労働j所得にも負担さ
れるが， 物的資本と人的資本の代替を通じて， 労働所得に不利な効果が， そ して資本所得に有利
な効果が働くことがわかった。

v. 補論 I

1 労働所得税モデルにおける長期間衡

効用最大化条件式 ( IO) � (13)に， 個人と政府の予算制約式を代入することにより， 消費の経
時的変化を以下のように示すことができる。

-
ρ町一
向

一一

-C
一
C

σ
 ( A  1) 

次に. (12)式を整理することにより， 次式を得る。

。le: = p-r ( A  2) 

( A  1)式と ( A 2)式を統合することにより， 消費の成長率に 関する微分方程式が次のように得
られる。

é I 1 
一= 一 (r ρ) = 一 [(1 - a)AK一α(u h)" ρI C σ σ  (A 3) 

次に. (2)式と (7)式より資本蓄積の微分方程式を得る。

K (1 - Tw)u hw 一 = r+ 一一一一一一 τ=(1 白Tw)AKサ(u h)α kf K K J<. ( A  4) 

同様に . (6)式に政府 予算制約式を代入して整理することにより， 人的資本ストックに関する
次のような微分方程式を得る。
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;=κ (1 -u) + イ=κ (l -u )+ ì'叫K1一川町一1 ( A  5) 

最後に，(11)式に (2)式を代入して変更することにより，次のような式を得る。

。I[(I-Tw)αAK1 α(u h)αー1] = (hκ (A 6) 

( 13)式に (A 6)式を代入して整理することにより，次の式を得る。

κ p
 

一一角一
角

( A  7) 

(A 6)式を時間に関して微分することにより，次の式のように表すことができる。

ú ()， K () ヴ h
(1ーα)-=ーム+ (1-α)ー ニ(1 α)ー

U ()I ' K ()2 (A 8) 

( A  8)式に ( A 2)， (A 4)， (A 7)， (A 5)を代入することにより以下の 式を得る。

u ακ c 一 =ァ一一 + κ u 云 -'"'/TwαAK ' 一% αhOー l ーαTwA K一 α(u h)" 
U J ーα A ( A  9 ) 

VI. 補論E

l 消費税モデルにおける長期均衡

効用最大化条件式 (36)� (39 )に，個人と政府の予算制約式を代入することにより，時間的に
微分すると，以下のように示すことができる。

(: ()I - σ一=一一
C ()I 

(A 1 0) 

次に，(38)式を整理することにより，次式を得る。

;=P+ (A 11) 

(A 1 0)式と (A 11)式を統合することにより，消費の成長率に関する微分方程式が次のように
得られる。

三=1 Klーα)AK-"(u h)α p] C σ ( A  1 2) 
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次に ，(33)式より資本蓄積の微分方程式を得る。

f=AK α(uh)αー(1 + 吟 (A 13) 

同様に，(30)式の人的資本ストックに関する次のような微分方程式を得る。

h ザ川十u
 

κ 
一一h一

h
( A  14) 

最後に， (37)式を変更することにより，次のような式を得る。

。I[αAK1 α(uh)α 1] = (hκ (A 15) 

(39 )式に (A 15)式を代入して整理することにより，次の式を得る。

。2
n ρ κ υ2 

( A  16) 

( A  15)式を時間に関して微分することにより，次の式のように表すことができる。

ú (J ， K 仏 h(1 α) 一 =一二+ (1 α) 一 二 一(1 α)一
U (JI ' K (J2 

( A  17) 

( A  17)式に (A II). (A I3)， ( A I4)， ( A I6)を代入することにより以下の式を得る。

u ακ c c 一一 十州一(1 + Tc ) 一- "( -;-Tc u 1ーα K . h (A 18) 
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